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抜粋 

21. 有効性評価における解析条件の変更等について（抜粋） 

 

2. 有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

2.1 炉心損傷防止の有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

(1) 高圧・低圧注水機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER・CHASTE／MAAP 
燃料被覆管温度の評価項目に対する余裕を考慮し，SAFER コードによる

保守的な評価結果を提示 

事故条件 外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，低圧

代替注水系（常設）の起動前に常設代替

高圧電源装置の起動操作が必要となる

外部電源なしを想定 

外部電源あり 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水（逃がし安全弁による原子炉減

圧）操作が遅くなる保守的な条件として，運転員等操作の観点では外部

電源なしを想定 

機器条件 逃 が し 安 全 弁

（原子炉圧力制

御時） 

安全弁機能 逃がし弁機能 逃がし弁機能の駆動用窒素を供給する不活性ガス系は重大事故等対処設

備には位置づけないため，東海第二においては，原子炉圧力制御時は駆

動に窒素を必要としない安全弁機能に期待している。 

 格納容器圧力逃

がし装置 

格納容器隔離二次隔離弁全開 格納容器二次隔離弁 70％開度 格納容器ベント実施時は，二次隔離弁を全開とする運用としている。 

操作条件 低圧代替注水系

（常設）による

原子炉注水操作

（逃がし安全弁

による原子炉減

圧操作） 

事象発生から 25 分後 事象発生から 14 分後 東海第二においては，運転手順に基づき，原子炉減圧操作までに実施す

る操作・確認事項（状況判断，高圧代替注水系の操作失敗等）の積み上げ

時間を設定している。 

  

抜粋
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(6) 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合） 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

事故条件 外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，低圧

代替注水系（常設）の起動前に常設代替

高圧電源装置の起動操作が必要となる

外部電源なしを想定 

外部電源あり 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水（逃がし安全弁による原子

炉減圧）操作が遅くなる保守的な条件として，運転員等操作の観点で

は外部電源なしを想定 

機器条件 逃 が し 安 全 弁

（原子炉圧力制

御時） 

安全弁機能 逃がし弁機能 逃がし弁機能の駆動用窒素を供給する不活性ガス系は重大事故等対処

設備には位置づけないため，東海第二においては，原子炉圧力制御時

は駆動に窒素を必要としない安全弁機能に期待している。 

格納容器圧力逃

がし装置 

格納容器隔離二次隔離弁全開 格納容器二次隔離弁 70％開度 格納容器ベント実施時は，二次隔離弁を全開とする運用としている。

原子炉減圧後の原子炉注水手

段 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水 

高圧炉心注水系による原子炉

注水 

東海第二においては，原子炉減圧時の水位回復性能を確認する観点で，

評価上は注水流量が小さい低圧代替注水系（常設）に期待した評価と

している。 

 

抜粋
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抜粋 

(8) ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER・CHASTE／MAAP 
燃料被覆管温度の評価項目に対する余裕を考慮し，SAFER コードによ

る保守的な評価結果を提示 

事故 

条件 

起因事象 再循環配管の破断 

破断面積は 3.7cm２ 

原子炉圧力容器下部のドレン

配管の破断 

破断面積は 1cm２ 

破断箇所は，液相部配管を選定しており，実態として相違点はない。

破断面積は，絶対値の違いはあるが，燃料被覆管の破裂防止が可能な

最大面積を感度解析により確認し，感度解析ケースの事象進展がベー

スケースと有意な差が無いことを確認した上で，本事故シーケンスの

特徴を代表できる条件を設定しているという点で，実態として相違点

はない。 

外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点で

は，低圧代替注水系（常設）の

起動前に常設代替高圧電源装

置の起動操作が必要となる外

部電源なしを想定 

保守的に外部電源喪失による

給水流量の全喪失を想定 

外部電源なし 保守的に外部電源喪失による給水流量の全喪失を想定していることか

ら，実態として相違点はない。 

機器 

条件 

逃がし安全弁（原子炉圧力制御

時） 

安全弁機能 逃がし弁機能 逃がし弁機能の駆動用窒素を供給する不活性ガス系は重大事故等対処

設備には位置づけないため，東海第二においては，原子炉圧力制御時

は駆動に窒素を必要としない安全弁機能に期待している。 

格納容器圧力逃がし装置 格納容器隔離二次隔離弁全開 格納容器二次隔離弁 70％開度 格納容器ベント実施時は，二次隔離弁を全開とする運用としている。

操作 

条件 

低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作（逃がし安全弁に

よる原子炉減圧操作） 

事象発生から 25 分後 事象発生から 14 分後 東海第二においては，運転手順に基づき，原子炉減圧操作までに実施

する操作・確認事項（状況判断，高圧代替注水系の操作失敗等）の積

み上げ時間を設定している。 

 

抜粋
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79. 敷地境界外での実効線量評価に対する指針との対比について 

 

表 評価条件の安全審査指針に対する対応状況 
評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全審査指針 

ａ．事故発生時の原子炉冷却材中の核分裂生成物の濃度は，運転上

許容される I-131 の最大濃度とし，その組成を拡散組成とする。

これにより，事故発生時に原子炉冷却材中に存在するよう素は，

I-131 等価量で約 4.7×10１２Bq となる。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(3) 事象発生前の原子炉冷却材中の格分裂生成物の濃度は、3.3.2 又は

3.3.3 の場合と同様に仮定する。 

 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(7) 事象発生前の原子炉冷却材中の核分裂生成物の濃度は、運転上許容

される I-131 の最大濃度に相当する濃度とし、その組成は拡散組成と

する。蒸気相中のハロゲン濃度は、液相の濃度の 2％とする。 

ｂ．原子炉圧力の低下に伴う燃料棒からの核分裂生成物の追加放出

量は，I-131 については先行炉等での実測値の平均値に適切な余

裕を見た値※である 2.22×10１４Bq とし，その他の核分裂生成物に

ついてはその組成を平衡組成として求め，希ガスについてはよう

素の 2 倍の放出があるものとする。これにより，原子炉圧力の低

下に伴う燃料棒からの追加放出量は，希ガスについてはγ線実効

エネルギ 0.5MeV 換算値で約 6.0×10１５Bq，よう素については

I-131 等価量で約 3.9×10１４Bq となる。 
※：過去に実測された I-131 の追加放出量から，熱出力 1,000MW あたりの追加放出量

の出現頻度を用いて算出している。原子炉熱出力 3,440MW（定格の約 105％）の場

合，熱出力 1,000MW あたりの I-131 の追加放出量の平均値にあたる値は 2.78×10
１３Bq（750Ci）であり，東海第二発電所の線量評価で用いる追加放出量は，これ

に余裕を見込んだ 2.22×10１４Bq（6,000Ci）を条件としている。（1Ci＝3.7×10１

０Bq） 

出典元 

・「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について」（HLR-021） 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(4) この事象により、新たに燃料棒の破損が生ずると計算された場合に

は、破損する燃料棒の状況に応じ、核分裂生成物の適切な放出量を仮

定するものとする。また、新たに燃料棒の破損が生じないと計算され

た場合には、核分裂生成物の追加放出量を、3.3.2 又は 3.3.3 の場合

と同様に評価する。 

 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(8) 原子炉圧力の減少に伴う燃料棒からの追加放出量を、Ｉ-131 につ

いては先行炉等での実測値の平均値に適切な余裕をみた値とし、その

他の核分裂生成物についてはその組成を平衡組成として求め、希ガス

についてはよう素の 2 倍の放出があるものと仮定する。核分裂生成物

の追加放出割合は、原子炉圧力の低下割合に比例するものとする。事

象の過程において、主蒸気隔離弁閉止前に燃料棒から放出された核分

裂生成物が、隔離弁まで到達するのに要する時間については、評価上

考慮することができる。 

  

下線：対応箇所
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表 評価条件の安全評価審査指針に対する対応状況 

評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｃ．燃料棒から追加放出されるよう素のうち，有機よう素は 4％と

し，残りの 96％は無機よう素とする。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(5) この事象により、希ガス及びよう素は、原子炉格納容器内に放出さ

れるものとする。燃料棒から原子炉格納容器内に放出されたよう素の

うち、有機よう素は 4％とし、残りの 96％は無機よう素とする。無機

よう素については、50％が原子炉格納容器内部に沈着し、漏えいに寄

与しないものとする。さらに、無機よう素が、原子炉格納容器スプレ

イ水によって除去され、あるいはサプレッションプール水に溶解する

効果を考慮することができる。この場合、除染率、気液分配係数等は、

実験に基づく値とするか、あるいは十分な安全余裕を見込んだ値とす

る。有機よう素及び希ガスについては、これらの効果を無視するもの

とする。 

ｄ．燃料棒から追加放出される核分裂生成物のうち，希ガスはすべ

て瞬時に気相部に移行するものとする。有機よう素のうち，10％

は瞬時に移行するものとし，残りは分解するものとする。有機よ

う素から分解したよう素及び無機よう素が気相部にキャリーオー

バされる割合は 2％とする。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(4) この事象により、新たに燃料棒の破損が生ずると計算された場合に

は、破損する燃料棒の状況に応じ、核分裂生成物の適切な放出量を仮

定するものとする。また、新たに燃料棒の破損が生じないと計算され

た場合には、核分裂生成物の追加放出量を、3.3.2 又は 3.3.3 の場合

と同様に評価する。 

 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(9) 事象の過程において、燃料棒から放出されたよう素のうち、有機よ

う素は 4％とし、残りの 96％は無機よう素とする。有機よう素のうち

10％は瞬時に気相部に移行するものとし、残りは分解するものとす

る。有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう素以外のハロ

ゲンが気相部にキャリーオーバーされる割合は、2％とする。希ガス

は、全て瞬時に気相部に移行するものとする。タービン建屋内に放出

された有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう素以外のハ

ロゲンは、50％が床、壁等に沈着するものとする。 
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表 評価条件の安全評価審査指針に対する対応状況 

評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｅ．原子炉圧力容器気相部の核分裂生成物は，逃がし安全弁を介し

て崩壊熱相当の蒸気に同伴し，格納容器内に移行するものとする。

この場合，希ガス及び有機よう素の全量が，無機よう素は格納容

器ベント開始までに発生する崩壊熱相当の蒸気に伴う量が移行す

るものとする。 

・「逃がし安全弁を介し崩壊熱相当の蒸気に同伴」について 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(12) 主蒸気隔離弁閉止後は、残留熱除去系あるいは逃がし安全弁等を

通して、崩壊熱相当の蒸気が、サプレッションプールに移行するも

のとする。 

 

・各核種の移行量について 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(9) 事象の過程において、燃料棒から放出されたよう素のうち、有機

よう素は 4％とし、残りの 96％は無機よう素とする。有機よう素の

うち 10％は瞬時に気相部に移行するものとし、残りは分解するもの

とする。有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう素以外

のハロゲンが気相部にキャリーオーバーされる割合は、2％とする。

希ガスは、全て瞬時に気相部に移行するものとする。タービン建屋

内に放出された有機よう素が分解したよう素、無機よう素及びよう

素以外のハロゲンは、50％が床、壁等に沈着するものとする。 

ｆ．サプレッション・チェンバの無機よう素は，サプレッション・

プールのスクラビングにより除去されなかったものが格納容器気

相部へ移行するが，ドライウェルからのベントを考慮し，スクラ

ビングの効果を考慮しないものとする。また，核分裂生成物の減

衰は，格納容器ベント開始までの期間について考慮する。 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.2 主蒸気管破断(ＢＷＲ)」 

(8) 原子炉圧力の減少に伴う燃料棒からの追加放出量を、Ｉ-131 につ

いては先行炉等での実測値の平均値に適切な余裕をみた値とし、そ

の他の核分裂生成物についてはその組成を平衡組成として求め、希

ガスについてはよう素の 2 倍の放出があるものと仮定する。核分裂

生成物の追加放出割合は、原子炉圧力の低下割合に比例するものと

する。事象の過程において、主蒸気隔離弁閉止前に燃料棒から放出

された核分裂生成物が、隔離弁まで到達するのに要する時間につい

ては、評価上考慮することができる。 
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評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｇ．敷地境界外における実効線量は，内部被ばくによる実効線量及

び外部被ばくによる実効線量の和として計算し，よう素の内部被

ばくによる実効線量(1)式で，希ガスの外部被ばくによる実効線量

は(2)式で，それぞれ計算する。 

ＨＩ２＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱＩ           (1) 

Ｒ ：呼吸率（m３／h） 

Ｈ∞ ：よう素を 1Bq 吸入した場合の小児の実効線量 

（1.6×10－７Sv／Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s／m３） 

ＱＩ ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq） 

（I-131 等価量－小児実効線量係数換算） 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ                       (2) 

Ｋ ：空気吸収線量から実効線量への換算係数 

（K=1Sv／Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy／Bq） 

Ｑγ ：事故期間中の希ガスの大気放出量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

「安全評価指針 付録Ⅱ」 

1. 「事故」における線量評価 

1.1 外部被ばくによる実効線量の評価 

1.1.1 大気中に放出された放射性物質による実効線量 

大気中に放出された放射性物質に起因する放射性雲からのガンマ線

による実効線量は、「気象指針」に従い、放射性物質による空気カーマ

を用いた相対線量に基づいて評価する。空気カーマから実効線量への換

算係数は、1Sv／Gy とする。 

また、放射性物質が高温高圧の原子炉冷却材とともに大気中に放出さ

れる過程が想定され、放射性物質を含む蒸気雲による被ばくを考慮する

必要がある場合には、蒸気雲による被ばくを考慮する必要がある場合に

は、蒸気雲の形成及び移動速度を安全側に評価するものとする。 

なお、ベータ線の外部被ばくによる実効線量は、ガンマ線による実効

線量に比べ有意な値とはならないことから評価対象としない。 

 

1.2 内部被ばくによる実効線量の評価 

大気中に放出されたよう素の吸入摂取による実効線量は、「気象指針」

に従い、よう素の地表空気中の相対濃度及びよう素 131 等価量に基づい

て次式により評価する。なお、計算に用いるパラメータ等は、第 1 表に

示す小児（1 才）の値とする。 

実効線量＝KHe・Ｍ・Ｑe・(χ／Ｑ) 

KHe ：I－131 の吸入摂取による小児の実効線量係数 

M ：小児の呼吸率 

Qe ：よう素の放出量（I－131 等価量） 

(χ／Q)：相対濃度 

なお、呼吸率については、よう素の放出の状況及び継続時間に応じて

選択するものとする。 

また、この場合の I－131 等価量 Qe とは I－131 の実効線量係数に対

するよう素各同位体の実効線量係数の比を各同位体の量に応じて合算

したものをいい、次式により計算する。 

ｈ．大気拡散条件については，格納容器圧力逃がし装置を用いる場

合は，地上放出，実効放出継続時間 1 時間の値として，相対濃度

（χ／Ｑ）を 2.9×10－５s／m３，相対線量（Ｄ／Ｑ）を 4.0×10－

１９Gy／Bq とし，耐圧強化ベントを用いる場合は，主排気筒放出，

実効放出継続時間 1 時間の値として，相対濃度（χ／Ｑ）は 2.0

×10－６s／m３，相対線量（Ｄ／Ｑ）は 8.1×10－２０Gy／Bq とする。
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評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

ｉ

ｉ

ＨｅＨｉｅ
・＝ QKKQ )/(  

KHｉ：各種 i の吸入摂取による小児の実効線量係数 

Qｉ ：各種ｉの放出量 

 

第 1 表 よう素による実効線量の評価に使用するパラメータ等 

パラメータ等 記 号 単 位 数 値 

核種 i の吸入摂取による

小児の実効線量係数 

KHｉ mSv/Bq 

I-131：1.6×10－４ 

I-132：2.3×10－６ 

I-133：4.1×10－５ 

I-134：6.9×10－７ 

I-135：8.5×10－６ 

小児の呼吸率 
M 

m３/h 0.31（活動時） 

m３/d 5.16（1 日平均） 

 

 

「安全評価指針（付録Ⅰ）3.3.5 原子炉冷却材喪失（ＰＷＲ，ＢＷＲ）」

(11) 環境に放出された核分裂生成物の拡散は、「気象指針」に従って

評価するものとする。 

 

「気象指針Ⅵ.想定事故時の大気拡散の解析方法」 

想定事故時の線量計算に用いる放射性物質の地表空気中濃度は、単位

放出率当たりの風下濃度(相対濃度と定義する)に事故期間中の放射性物

質の放出率を乗じて算出する。 

1. 線量計算に用いる相対濃度 

(1) 相対濃度は、毎時刻の気象資料と実効的な放出継続期間(放射性物

質の放出率の時間的変化を考慮して定めるもので、以下実効放出継

続時間という)をもとに方位別の着目地点について求める。 

(2) 着目地点の相対濃度は、毎時刻の相対濃度を年間について小さい

方から累積した場合、その累積出現頻度が 97％に当たる相対濃度と

する。 
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評価条件(2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失) 安全評価審査指針 

(3) 線量計算に用いる相対濃度は、前記(2)で求めた相対濃度のうち最

大の値を使用する。 

2. 相対濃度の計算 

相対濃度(χ／Q)は、(Ⅵ―1)式により計算する。 
T

1i
δ・Q)／(X

T
1

＝Q／χ ｉｄｉ ……………………………(Ⅵ―1) 

(χ／Q)：実効放出継続時間中の相対濃度(s／m3) 

T：実効放出継続時間(h) 

(χ／Q)i：時刻 i における相対濃度(s／m3) 

dδi：時刻 i において風向が当該方位 d にあるとき dδi＝1 

時刻 i において風向が他の方位にあるとき dδ＝0  

 

「気象指針 付記」 

指針は気体状の放射性物質が放出源から数 km に拡散される場合の地

表空気中濃度の算出を中心に記述したものである。指針に明記していな

い事項については、指針の趣旨を踏まえ、当面次のように取り扱うこと

とする。 

1. 放射性雲からのγ線量は、地表空気中農度を用いずに、放射性物質

の空間濃度分布を算出し、これをγ線量計算モデルに適用して求める。

想定事故時のγ線量については、相対濃度(χ／Q)の代わりに、空間

濃度分布とγ線量計算モデルを組み合わせた D／Q(相対線量と定義す

る)を使用して指針と同様な考え方により求める。 

ｉ．格納容器圧力逃がし装置による有機よう素の除染係数を 50，無

機よう素の除染係数を 100 とする。 

 

  



 

補足 78-7 

参考 原子炉冷却材喪失（ＤＢＡ）との評価条件の比較 

 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失（ＳＡ） 原子炉冷却材喪失（ＤＢＡ） 

  

 

追加放出分 FP

原子炉圧力容器気相部への移行 

サプレッション・プールのスクラビング

（無機よう素ＤＦ＝１００）

非常用ガス再循環系及び非常用ガス

処理系を用いた排気筒放出 

原子炉冷却材中

FP（初期存在量）

格納容器内で

の沈着 
格納容器から原子炉

建屋への漏えい率：

0.5％／day 

原子炉建屋内の核分裂生成物からの  

直接線及びスカイシャイン線を考慮 

原子炉建屋ガス処理系 

耐圧強化ベント系 

追加放出分 FP

サプレッション・プールのスクラビング

によるＤＦを考慮しない

格納容器圧力逃がし装置に

よる除染

格納容器圧力逃がし装置を

用いた放出（地上放出とし

て評価） 

耐圧強化ベント系を 

用いた排気筒放出

格納容器圧力 
逃がし装置 

原子炉冷却材中

FP（初期存在量）

格納容器内で

の沈着なし 

原子炉建屋内の核分裂生成物からの 

直接線及びスカイシャイン線を考慮しない 

格納容器から原子

炉建屋への漏えい

率：漏えいなし 

原子炉建屋ガス処理系 

原子炉圧力容器気相部への移行 

補足79-7



補足 80-1 

80.サプレッション・プール初期水位について 

 

(1) 格納容器ベント実施までに格納容器内に蓄積する熱量 

格納容器ベント実施の直前までに格納容器内に蓄積する熱量（Ｑ

VENT）は，ベントまでの期間に崩壊熱により格納容器内に蓄積する熱

量（Ｑｄ），格納容器内の液相部（Ｓ／Ｐ初期水量＋スプレイ注水量）

の初期熱量（Ｑｗ）及び格納容器気相部の初期熱量（Ｑｇ）の合計と

なるが，気相部に満たされている窒素の比重及び比熱は水と比較し

て非常に小さいことからＱｇは無視する。ここで簡単のため事象進展

によらずＱＶ Ｅ Ｎ Ｔが一定との仮定をおくと，Ｑｄはサプレッション・

プール（以下，「Ｓ／Ｐ」という。）の初期水位に依らず一定のため，

ＱＷの大小によりベントまで余裕時間の大小が決定される。 

ＱＶ Ｅ Ｎ Ｔ＝Ｑｄ＋ＱＷ 

 

(2) Ｓ／Ｐ初期水位の違いによるＱＷへの影響 

有効性評価では，外部水源の水温（35℃一定）をＳ／Ｐの初期水温

（32℃）よりも高く設定している。このため，Ｓ／Ｐの初期水位が高

い場合，格納容器スプレイ停止時（Ｓ／Ｐ底部から 13.53ｍ）の，Ｓ

／Ｐ水に占める外部水源の割合が低下することで，第 1 図に示すと

おりＱＷは小さくなる。これに伴い，格納容器スプレイの開始が遅く

なり，定性的には格納容器ベントの実施も遅くなると考えられる。 

以上により，Ｓ／Ｐ初期水位は，保安規定の運転上の制限の下限

値である「6.983ｍ」とする。  



補足 80-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 格納容器スプレイ停止時のＳ／Ｐ水熱量 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※)Ｓ／Ｐ水位が解析条件で設定した 6.983ｍから運転実績最大値の

7.07ｍまで上昇した場合の水量の増分は約 42ｍ３であり，130ｍ３

／ｈでスプレイすることから，スプレイ期間は 20 分程度短くなる 

 

第 2 図 Ｓ／Ｐ初期水位の違いによるベント実施時期の違い 

初期水位：6.983ｍ

（有効性評価） 

13h 

スプレイ開始

27h 28h 

スプレイ停止
格納容器ベント実施 

初期水位：7.07ｍ 

（運転実績最大） 

ｔ 

ｔ－20 分 ※  

13.53ｍ  
(ス プ レ イ 停 止 基 準 ) 

7.07ｍ

初期水位ＬＷＬ 初期水位ＨＷＬ 

35℃  

32℃  

35℃  

32℃  

ＱＷ (Ｌ )＞ＱＷ (Ｈ ) 

6.983ｍ



 

補足 81-1 

81.燃料被覆管の酸化量の評価について 

 

燃料被覆管の酸化量については，解析結果から評価項目に対して

十分な余裕があり，評価指標としては燃料被覆管温度にて代表でき

ると考えられる。参考に，東海第二の各重要事故シーケンスにおけ

る燃料被覆管温度及び燃料被覆管酸化量の評価結果を示す。 

 

事故シーケンスグループ 燃料被覆管最高温度 燃料被覆管の酸化量

ＴＱＵＶ 約 338℃ 1％以下 

ＴＱＵＸ 約 711℃ 1％以下 

長期ＴＢ 初期値（約 309℃） 

を上回らない 

増加なし 

ＴＢＤ・ＴＢＵ・ＴＢＰ 初期値（約 309℃） 

を上回らない 

増加なし 

ＴＷ（取水）・津波 初期値（約 309℃） 

を上回らない 

増加なし 

ＴＷ（ＲＨＲ） 初期値（約 309℃） 

を上回らない 

増加なし 

ＬＯＣＡ 約 616℃ 1％以下 

ＴＣ 約 872℃ 1％以下 

ＩＳＬＯＣＡ 初期値（約 309℃） 

を上回らない 

増加なし 

以上 


